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八雲町保育士等奨学金返還支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、町内の保育所等に勤務する保育士又は保育教諭並びに幼稚園

教諭（以下これらを「保育士等」という。）が行う指定保育士養成施設等の修学

のために借り入れた奨学金の返還に対し、予算の範囲内で補助金を交付すること

により、町内における保育士等の人材確保及び離職の防止を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 奨学金 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 独立行政法人日本学生支援機構の奨学金（独立行政法人日本学生支援

機構法（平成 15 年法律第 94 号）第 14 条第１項に規定する第一種学資貸

与金及び第二種学資貸与金をいう。） 

イ その他町長が認める奨学金等 

（２） 保育所等 八雲町内に所在する次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 35 条  

第４項の規定による認可を得て設置された保育所 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成 18 年法律第 77 号）第２条第６項に規定する認定こども園 

ウ 法第59条の２第１項の規定により届出が義務つけられている施設であ

って、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付を受けてい

る認可外保育施設 

（３） 指定保育士養成施設等 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に規定す

る大学（短期大学及び専門職大学含む。）、専修学校（専門課程に限る。）

及び大学院をいう。 

 （４） 保育士等 保育士又は保育教諭並びに幼稚園教諭の資格を有している者

で、労働基準法施行規則（昭和 22 年厚生省第 23 号）第５条第１項第１号

の３の規定により明示された就業の場所が保育所等であり、かつ、従事す

べき業務が保育である者をいう。 

（５） 常勤 期間の定めのない労働契約（１年を超える期間を定めた労働契約

を含む。）を締結し、かつ当該保育所等における一週間の所定労働時間が通

常の者であって、当該保育所等の就業規則等において正規の保育士等とし

て位置づけられた者をいう。 

（補助対象者） 
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第３条 この要綱により補助金の交付対象となる者は、町内の保育所等に勤務する

保育士等であり、次の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、幼稚園教諭

の場合には、３年以内に保育士資格を取得しなければならない。 

（１） 指定保育士養成施設等の修学のために奨学金の貸与を受けた者であるこ

と。 

（２） 令和８年４月１日以降に町内の保育所等に５年以上継続して勤務する見

込みがあり、かつ、町内に居住する者であること。 

（３） 町内の保育所等に初めて常勤の保育士等として雇用された者であること。 

（４） 遅滞なく自ら奨学金の返還を行っている者又は申請年度内に返還を開始

する者であること。 

（５） 施設長や法人役員でないこと。 

（６） 奨学金の返還に対し、類似する免除や他の補助等を受けていない者であ

ること。 

（７） 過去に本事業の対象となったことがないこと。 

（８） 補助金の交付を受けようとする者に町税等の滞納がないこと。 

（９） 次のいずれにも該当しない者 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第６号に規定する暴力団員（イにおいて「暴力団員」という。）

であること。 

イ 同法第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係にある

と認められること。 

２ 前項の規定にかかわらず、国家公務員及び地方公務員、独立行政法人の職員で

ある者は補助対象者としない。 

（補助対象期間） 

第４条 補助金交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、奨学

金の返還を開始した日の属する月の初日から起算して８年を経過する日までと

する。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助金の交付を申請する年度内に返還する奨学金の合計額

に３分の２を乗じて得た額（その額に 1,000 円未満の端数が生じたときは、当該

端数を切り捨てた額）とし、月 20,000 円を上限とする。 

２ 繰上返還等による奨学金の返還額は、補助対象期間中に返還した奨学金に含ま

ないものとする。 

３ 複数の奨学金の返還がある場合は、当該奨学金の返還金額を合算した額を補助

対象とする。 

（交付申請） 
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第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助を受けようとする年度ごとに八

雲町保育士等奨学金返還支援事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１） 奨学金貸与機関が発行する奨学金の貸与を証する書類 

（２） 交付申請年度内に返還すべき奨学金の返還金額を証する書類 

（３） 奨学金の借入残額を証する書類 

（４） 保育士証又は幼稚園教諭免許状の写し 

（５） 雇用（在職）証明書（様式第２号） 

（６） 誓約書（様式第３号） 

（７） 本人確認書類 

（８） 振込先金融機関が確認できる種類 

（９） その他町長が必要と認める書類 

２ ２回目以降の申請時においては、八雲町保育士等奨学金返還支援事業補助金交

付申請書（様式第１号）に、前項第２号、第３号、第５号、第８号及び第９号の

書類を添付するものとする。 

（交付の決定及び通知） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、決定

の可否を八雲町保育士等奨学金返還支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）

により当該申請者に通知するものとする。 

２ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、前条に規

定する申請の内容に変更があったときは、八雲町保育士等奨学金返還支援事業補

助金変更申請書（様式第５号）に、当該変更事項を証する書類を添えて、速やか

に町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更の可

否を八雲町保育士等奨学金返還支援事業補助金変更決定通知書（様式第６号）に

より交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の支払等） 

第８条 町長は、補助金の交付を決定したときは、補助金を一括又は８月、12 月、

４月の３回に分割して支払いすることができるものとし、指定した月の末日まで

に当該補助金を申請者に交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第９条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交

付した補助金の全部又は一部を取消し、期限を指定して補助金の全部又は一部の

返還を求めることができる。ただし、町長がやむを得ない理由があると認めた場

合は、この限りでない。 
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（１） 補助対象期間内において第３条第１項に規定する交付要件を満たしてい 

ないことが判明したとき。 

（２） 虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３） その他町長が適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により交付決定の取消し及び補助金の返還請求を行う場合

は、八雲町奨学金等返還支援事業補助金交付決定取消通知書兼返還請求書（様式

第７号）により通知するものとする。 

（報告等） 

第 10 条 町長は、申請者及び交付決定者に対し、必要な報告を求めることができ 

る。 

（補則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、公表の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 


